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グローバルヘルスおよび危機対応の観点から

COVID-19:
ブリーフィング・
ノート
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インサイトとベストプラクティスを提供する意図で作成されています。

機密・専有情報 マッキンゼー・アンド・カンパニーによる個別の明示的な承諾を得ることなく、
この資料を使用することを固く禁じます。
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免責事項
本報告書に記載されている情報は、政策助言を含んでおらず、また、
政策助言を構成する目的のものでもありません。

当社は、期待・予想・予測に関する記述が将来の事象に関するもの
であり、全期間にわたって有効でない可能性がある仮定に基づいて
いることを強調します。

従って、これらの見通しに依拠することはできず、実際の業績等が
将来の見通しに関する記述とどの程度一致するかについては、何ら
意見を表明するものではありません。



世界が直面しているCOVID-19は、何よりもまず人道的な
課題である。

数千名の医療従事者が自らの命を危険にさらし、果敢にウイルスと戦っている。
政府と産業界はこの課題を理解し対処するために協働し、犠牲者とその家族
およびコミュニティへの支援、治療法とワクチン開発に注力している。

世界中の企業は迅速に行動する必要がある。
本プレゼンテーションは、トップマネジメントがCOVID-19の状況を理解し、従業員、

顧客、サプライチェーン、自社の業績を保護するための対策を講じることへの貢献
を目的としている。

McKinsey.comで詳細を見る

2020年5月6日時点
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https://www.mckinsey.com/jp/our-insights/covid19-implications-for-business
https://www.mckinsey.com/jp/our-insights/covid19-implications-for-business
https://www.mckinsey.com/jp/our-insights/covid19-implications-for-business
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本資料の執筆時点で、COVID-19の感染症例数は360万人を上回り世界中で急拡大
しており、15%の感染症例が入院することで病院への負荷超過に陥る可能性がある。

感染症例数の拡大を減速させるため、各国政府はより厳しい社会的距離戦略の実施
に踏み切っており、米国、欧州、インド、その他の国々で「屋内避難」命令が発令され
ている。この措置によって需要は急減しており―その影響は近代において最も大きく
―政府による救済措置や他の財政的な対策が試みられている。

中国など一部のアジア諸国は感染症例数の増加を低く抑制しており、経済の再始動
に向けて動いている。これまでの所、感染症例数の再拡大を示す根拠はほとんど
見られていないが、海外からの渡航者による感染が報告されている。

状況はどう変化していくと考えられるか

4McKinsey & Company

エグゼクティブサマリ

組織が講じることができる対策

今では多くの政府や企業の注力先が、徐々に経済を再開して「屋内避難」命令を解除する
にあたって、どのように仕事への復帰の準備を進めるかに移りつつある。

経済再開に関しては多様な状況に応じて様々な提案がされており、感染症例が収束した
ことで経済再開を検討する地域もあれば、十分な医療や検査能力など追加の準備態勢の
検証を要求する地域もある。

活動再開を効果的に進めるには複数の要素が不可欠となる。数ある要素の中でも、例え
ば地域の活動再開には公衆衛生の観点から適切な準備が整備されていることが前提で、
需要回復のタイミングも予測する必要がある。

COVID-19の現況

政府が適切な公共医療対策を推進し、相応の経済対策によって需要への影響に対処
するための時間はあまり残されていない。これを逃せば、人命や生活により重大な影
響が及ぶ可能性は高くなる。

検査数の拡大によって米国および欧州での感染の度合いと広がりが明確になるだろう。
多くの人が暮らす人口密度が高い国では、拡散の程度とその影響が引き続き懸念さ
れる。

他の国や最近の革新(社会的距離戦略の規制、ドライブスルー検査、軽症に適応可能
な既存の医薬品、遠隔医療で可能になる在宅医療)は再起動に向けた準備の土台と
なるだろう。
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COVID-19の現況

01
シナリオおよび
今後の方向性

02
参考資料: 「Next-
Normal」への移行

03
先を見据えた
時間軸別の計画
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2020年5月6日時点

各国が
封じ込め策を
講じているものの、
感染は拡大している

資料: WHO、ジョンズ・ホプキンズ大学、マッキンゼー分析

1. 米国はジョンズ・ホプキンズのデータを使用、北米の他の国は全てWHOの報告数
2. WHOの西太平洋と東南アジア地区を含むが、中国を除く。韓国の新規感染者数は減少しているが、その他の国は増加している
3. WHOの定義による東部地中海地域
4. オーストラリア、ニュージーランド、フィジー、フランス領ポリネシア、ニューカレドニア、パプアニューギニアを含む
5. 増加: 過去8～14日の新規症例数と比較して過去7日間に新規症例数が5%以上増加、安定: -5%～5%、減少: -5%以下

250~999

<50

50~250

感染のトレンド5

報告症例数が1,000～9,999人

報告症例数が10,000～99,999人

報告症例数が100,000人以上

アジア(中国を除く)2

症例数合計

死者数合計

>134,100
>4,200

欧州

症例数合計

死者数合計

>1,566,700
>145,600

南米

症例数合計

死者数合計

>215,300
>10,900

オセアニア4

症例数合計

死者数合計

>8,000
>100

北米と中米1

症例数合計

死者数合計

>1,311,500
77,900

中国
症例数合計

死者数合計

>84,400
>4,600

アフリカ

症例数合計

死者数合計

>32,600
>1,100

中東3

症例数合計

死者数合計

>213,400
>8,100
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公式な死者数は実際の合計のごく一部しか反映されて
いない可能がある

一部の調査検査では手法
および正確性の両方に課題
があるものの、公式の症例
数よりもはるかに多くの
人々がCOVID-19に感染し
ていることが示唆される

これは以前考えられていた
よりも致死率が低い可能性
があることを意味する

ただし、ほとんどの地域では
集団免疫が得られる水準に
はほど遠いと見受けられる

サンプルに基づく検査によれば正式に確認
された症例数は全体のほんの一部にすぎ
ないことを示唆している

ニューヨーク市
ある病院で新生児を出産した全て
の妊婦のPCR検査(n=約200)
(抗体検査による有病率はさらに
高い可能性)

ドイツのガンゲルト
住民約1,000人への抗体検査

ロサンゼルス
住民約800人への抗体検査

15.4%
1.9%

0.4%
14%

0.1%
2.8 – 5.6%

超過死亡数は報告されたCOVID-19死亡数を
上回っており、見逃されたCOVID-19症例数と
COVID以外の死亡数の増加の両方がおそら
く含まれている

5,000 15,00010,000 20,000

約13,200

1.4k

約7,300 約12,400スペイン

約4,000ニューヨーク市

約8,000

スイス 0.3k

約6,500フランス

約6,700約6,100ロンバルディア

約2,100オランダ

ジャカルタ

3月から4月の確認されたCOVID-19による死亡数と原因不明の
超過死亡数、
2015から19年の平均死亡数と比較、3月/4月の日付は異なる

死者数

平均を上回る 原因不明の
死亡数

報告されているCOVID死者数

資料: MedRxiv、NEJM、LAND.NRW、USC、NYTimes、Economist、ニューヨーク州、Swissinfo、Bloomberg

カリフォルニア州
サンタクララ
住民約3,000人への抗体検査

0.05%
2.5 – 4.2%

報告された有病率(確認された症例数/人口)
サンプル検査から推定される有病率

ジュネーブ
住民約27,000人への抗体検査 5.5%

0.99

ニューヨーク州1
住民約7,500人への抗体検査

1.5%
14.9%

1. 結果は検査精度で調整していない

2020年4月29日時点

https://www.medrxiv.org/content/10.1101/2020.04.14.20062463v1.full.pdf
https://www.nejm.org/doi/full/10.1056/NEJMc2009316
https://www.land.nrw/sites/default/files/asset/document/zwischenergebnis_covid19_case_study_gangelt_0.pdf
https://news.usc.edu/168987/antibody-testing-results-covid-19-infections-los-angeles-county/
https://www.nytimes.com/interactive/2020/04/21/world/coronavirus-missing-deaths.html
https://www.economist.com/graphic-detail/2020/04/16/tracking-covid-19-excess-deaths-across-countries
https://www.governor.ny.gov/news/amid-ongoing-covid-19-pandemic-governor-cuomo-announces-phase-ii-results-antibody-testing-study
https://www.swissinfo.ch/eng/serological-test_antibody-test-results-suggest-6x-more-covid-19-infections-in-geneva/45712418
https://www.bloomberg.com/opinion/articles/2020-04-24/coronavirus-mass-covid-19-antibody-tests-have-serious-limits
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2020年4月29日時点

政策立案者のためのツールキット ― 医薬品を除く公衆衛生対策の柱

資料: https://www.nejm.org/doi/full/10.1056/NEJMc2004973、https://www.nytimes.com/2020/03/17/health/coronavirus-surfaces-aerosols.html?auth=login-email&login=email、CDC

CA B
検査、追跡、対象を絞った
隔離

距離の確保 渡航制限 PPEと清掃

 広範囲かつ早期の検査によって
検査陽性者を隔離することで、
一部の地域はCOVID-19の蔓
延を封じ込めた

 有病率が高い状況で接触者追
跡が感染にもたらす影響はまだ
実証されていない

 精度の高い抗体検査を広範囲
に提供することには課題がある。
現在はウイルスに感染すること
でどこまで長期的な免疫を獲得
できるのかは不透明である

 物理的な距離の対策は
COVID-19の感染を遅ら
せることに相当の効果を
発揮している

 距離確保の措置が社会
の一部で機能しない例も
ある（対策を容易には実
施できない寮に住むシン
ガポールの外国人労働
者など）

 一部の地域では輸入症例
(海外からの渡航者)によ
る感染の復活が見られて
いる

 緩やかに経済再開へと注
力が移る中で、感染の第
2波を避けるために多くの
場合で旅行が制限されて
いる

 初期の兆候によればサージ
カルマスクは大小両方の飛
沫を捕捉できるため、マスク
が広く着用されることは価値
のある対策であることが示
唆される

 最近のエビデンスによれば、
COVID-19は物体表面上で
数時間から数日間、また空
気中では数時間生存できる
可能性があることを示唆して
いる

 表面の洗浄と消毒は予防の
ためのベストプラクティスの
対策である

D

リスクはレビュー済み

https://www.nytimes.com/2020/03/17/health/coronavirus-surfaces-aerosols.html?auth=login-email&login=email
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ベースラインからの移動抑制の比率(小売と娯楽)

オハイオ(米国)

デンマーク

テネシー(米国)

Rtの減少(感染率)1

オーストリアチェコ共和国

イタリア(ロンバルディア)

スペイン

ニュージャージー(米国)

ニューヨーク(米国)

フィンランド アイスランド

韓国

スウェーデン

ニュージーランド

ノルウェー

ドイツ ケベック(カナダ)

A: 外出禁止による移動の減少は感染抑制と
ほぼ連動している

2020年4月20日時点

ノルウェー: 抑制の対策は限定的であったが、
地理的および環境的な要素によって自然と感
染速度が低い。感染率の減少は少なく見える
が、ベースラインからは40%減少している

1日1,000人の新規症例

韓国: 移動制限よりも徹底した検査と追跡に主
に注力していた。必要に応じて特定の都市や
地域全体でのロックダウンを導入

ロンバルディア(イタリア): ロックダウン措置が
実施される前に大規模な比率の人口が感染し
ており、ロックダウン後も感染の抑制がより困
難になった

資料: Googleモビリティレポート、JHU COVID-19追跡ツール、USA facts

全体の傾向として、移動の減少につながる公
衆衛生対策の導入（公共スペースの閉鎖、ロッ
クダウン、学校の閉鎖など）はCOVID-19の感
染抑制に成功している

一部の地域では、他の要因により感染拡大の
速度が上下することがある

1. 最小二乗和を使用してシミュレーションを経験的データにフィッティングすることで、確認された感染症例数を元に感染率の変数を算定



McKinsey & Company 10

A: スウェーデンによる企業や社会への制限は他の欧州諸国と比較して少ない

2020年4月28日時点

大半の国が厳しい公衆衛生対策を組み
合わせて新規症例数を最小限に留める
ことを目指す中で …

 旅行制限を実施して感染の復活を防止

 新たな規制を徹底するための法的な措
置の確立（罰金など）

 部分的かつ慎重な経済再開に向けた選
択的/段階的アプローチの計画

… しかし、スウェーデンは異なるアプローチ

を採用しており、より緩和された措置を実施
している

 事業は閉鎖しないが、国民には責任ある行
動を要請

 余剰の医療機器や病院キャパシティを維持

 国境閉鎖の対策は導入していない

市中の移動、ベースラインと比較した訪問回数と滞在期間1

0

-60
-70

-20

-50

-10

10

-40
-30

04/0103/02 03/18 04/17

移動の度合い、%

資料: Bloomberg、Forbes、NPR、WHO状況報告、nydailynews、Google COVID-19 Community Mobility Report、 Nature

これまでのところ、スウェーデンの人口100万
人当たりのCOVID-19による死者数は他の欧

州諸国と比較して中間に属しており、リスクの
高い知識では移動も減っている

スウェーデン

小売と娯楽 交通機関の停車駅

1. ベースラインは2020年1月3日から2月6日の5週間の期間中の各曜日の中間値
2. 政府が推奨に従う専門家からなる独立機関

「社会としては、スウェーデンは注意喚起に
動いている。継続的に人々は対策を講じ
ることを促し、日々修正が必要が思われ
る場合には対策を改善している。」

– スウェーデン公衆衛生局の疫学者、
アンダース・テグネル2

人口100万人当たりの報告死者数、4月27日時点

公衆衛生政策への社会の順守度の違いが、
各国が政策を徹底する強度に影響している可
能性がある

500

0

100

200

400

300

ドイツ スウェー
デン

ノルウェー デンマーク オランダ フランス スペイン

100万人当たりの死者数

https://www.bloomberg.com/news/articles/2020-04-19/sweden-says-controversial-covid-19-strategy-is-proving-effective
https://www.forbes.com/sites/davidnikel/2020/03/30/why-swedens-coronavirus-approach-is-so-different-from-others/#3ba53a45562b
https://www.npr.org/2020/04/13/833623311/in-sweden-a-different-approach-to-coronavirus-control
https://www.nydailynews.com/coronavirus/ny-coronavirus-20200419-g2gyyetwiza5xbp37xsfmhpite-story.html
https://www.gstatic.com/covid19/mobility/2020-04-17_SE_Mobility_Report_en.pdf
https://www.nature.com/articles/d41586-020-01098-x
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A: 経済再開時には一定の業種が症例数の復活を
担う可能性もある

シンガポールの大部分の地域では、早期
の物理的な距離確保と外出禁止令が1日
当たりの新規症例数(通常40人未満)の
抑制に貢献していた

しかし(寮に住む外国人労働者など)対策

が容易に実施できない社会の一部では
効果が低いと見られる

症例数の増加は公衆衛生上の多大な被
害だけでなく、より長期的な移動制御など
さらに負担の大きい厳しい対策を講じる
必要性をもたらす

シンガポールでの寮に住む外国人労働者と外国人労働者以外に関連した
1日当たりの新規症例数

1,100

0

200

700

100

600

1,000

300

400

500

800

900

1,200

1,300

1,400

02/15 04/0603/01 03/20 03/26 04/01 04/28

外国人労働者以外の症例数

寮に住む外国人労働者の症例数

3月26日
在宅要請を
導入

3月20日
物理的な距離
確保指針の
発布

4月6日
外国人労働者の
寮に居住者を隔離

4月7日
長期的(6～12ヵ月)
な移動制限令

1日当たりの増加件数

2020年4月29日時点
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確認されたCOVID症例数と検査実施数

C: 最も幅広く検査を行っている国では1,000人当たり
の症例数が少ない傾向にある

2020年5月4日時点

71 330 2 311853 27164 6 198 9 10
0

2811 2012 2913 3514 2515 17 363421 22 23 24

0.5

26 30 32

4.0

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

3.5

韓国

タイ

オーストリア

インド

フランス

検査実施総数
(1,000人当たり)

日本

イタリア2

オランダ

ベトナム

症例数合計
(1,000人当たり)

ドイツ

香港

英国

カナダ

シンガポール

米国

致死率の予測1検査の陽性率

致死率2.5%

1. 死者数/確認症例数
2. 最近では大幅に検査数が増えたため、イタリアはカテゴリ2から3へとシフト

25% 15%

5%

資料: WHO状況報告、ジョンズ・ホプキンズ大学、Our World In Data、香港特別行政区政府、シンガポール政府

検査における3つのアプローチ

検査が限定的な国

検査数が少なく確定する陽性症例数が少ない

一定の検査を行う国

一部の国では(基本的には)重症な症状のあ
る場合のみ検査を行う。一部の軽症の症例は
見逃す可能性が高く、致死率が実態よりも高
くなる傾向

広範囲に検査を行う国

広範囲に検査を行う戦略を採用した国では、
新規症例数を抑制することに成功している傾
向がある



McKinsey & Company 13

C: 素早い検査と追跡の能力によって一部の国では
症例数の増加を抑制することに成功している
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検査実施総数
(1,000人当たり)

1日当たりの症例数の増加
(百万人当たり）

米国

韓国

イタリア

ニュージーランド

オーストリア

何を意味するかCOVID-19の症例数と検査実施数の増加

米国とイタリア

急成長が続いた後に、両国で検査の供給
が拡大される中で頭打ちに到達(続いてイ
タリアの場合は減少に転じる)

2020年4月17日時点

資料: WHO状況報告、ジョンズ・ホプキンズ大学COVID-19データ、Our World In Data

オーストリア
大々的な検査のアプローチを拡大してから、
症例数の増加は急速に減少トレンドに転じた

韓国とニュージーランド
積極的な早期のテストによって新規感染の
スピードが抑制された。新規症例数が抑制
された中でも、継続的に検査能力を拡大し
ている
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2020年4月20日時点

C: 接触者の追跡では感染の疑いのある個人を特定して対象を限定した隔離や
その他の対策を実施する

資料: WHO

接触者の追跡に含まれる要素は共通しているが、具体的な接触者の追跡手法は技術的な洗練度によって大きく異なる
(電話や面談による伝統的な接触者の追跡と、GPSやBluetooth対応アプリを用いたテクノロジーによる追跡など) 

接触者の特定 接触者のリストアップ 接触者へのチェック

誰かが診断されると、感染者の発症
前後からの活動と接触した各個人の
役割に基づいて接触者を特定する

感染者に接触した疑いのある全ての個人を接触者と
してリストアップする

接触者には状況、影響、次のステップ(治療を受ける
方法など)を通知する

場合によっては、高リスクの接触者を隔離し、または
接触を断つことが必要となる

症状があるかを監視して感染の検査を
継続するために、全ての接触者に定期
的なチェックを実施する

この情報を用いて接触者に対する最も
適切な対策を決定する(隔離など)

https://www.who.int/news-room/q-a-detail/contact-tracing
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C: 広範囲にわたる検査は
COVID-19に関する新たな

洞察を生み出している一方
で大規模な血清学的検査
の真の可能性を引き出す
ためには乗り越えるべき
課題がある

COVID-19の致死率の正確な推定は、エピデミックの次のフェーズを
適切に計画することに役立つ

大規模な抗体検査は深刻な課題に直面している ― 完全な免疫

を持つ人々を特定するという目的を十分に果たすためには検査
の感度と精度が問われる

COVID-19に対する長期間の免疫はnext normalに復帰するため

の鍵となるが、一方で有病率や免疫の期間についてはほとんど
分かっていない

– エジンバラ大学感染症疫学部、マーク・ウールハウス教授

2020年4月29日時点
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C: 大規模な血清学的検査の実施にはいくつかの制約や課題がある

… 血清学的検査の広範囲な実施や使用は課題を伴う血清学的検査は、「Next Normal」
への復帰に良いインパクトをもたらす
と考えられるが …

精度

 偽陰性または陽性の割合が高い場合には、免疫の状況を評価し、経済再開を促進
するためのツールとしての検査の有用性が限定される

 米国で利用可能な100以上の検査キットの大部分がFDAの審査を受けていない

データ管理

 特に手法と感度に大きな変動がある場合には、検査結果を統合して追跡するにあたり
大きな課題が生じる

 各地域では血清学的試験による「免疫証明書」を検討する際には、データのプライバ
シー問題を考慮する必要がある

免疫

 上記の課題が克服されたとしても、血清学的検査が臨床的にどこまで有用であるかは、
COVID-19によって獲得する長期免疫の程度に依存する

 血清学的検査では抗体の有無しか分からず、抗体の力価情報は得られない

「何も検査しないよりも、低品質の検査の方が問題だ」

– 英国主席医学顧問、クリス・ウィッティ氏

「血清監視は正常化に向けたフレーム
ワークで重要な役割を果たすだろう」

「[免疫証明書]は特定の状況下では複数
の恩恵をもたらす」

– 米国立アレルギー感染症研究所
(NIAID)、アンソニー・ファウチ所長

「免疫証明書を検討している ...できるだけ
通常の生活に戻すためだ。」

– マット・ハンコック、英国保険相

2020年4月29日時点



McKinsey & Company 17

C: COVID-19に対する免疫は「Next Normal」に復帰する
ための鍵となるが、有病率や免疫の期間についてはほとんど
分かっていない

2020年4月28日時点

いくつかの初期的な研究によれば
SARS-CoV1と同様に免疫は長期間
持続すると示唆されているが …

… 検査で再度陽性となる患者の
具体例もあるため、免疫が長続き
しない可能性も示唆される

正確な血清学的検査ができれば経済再始動
の基準となるため、移行を早めることが可能
となる

根拠となる
データ

意味合い 「Next Normal」への移行はワクチン開発
に依存することになる

ワクチンが機能しないか、頻繁な追加接
種が必要となる可能性がある

意味合い

免疫が持続するのであれば、
血清学的検査は効果の高
い対応策となる

感染または予防接種による
集団免疫の獲得では免疫が
持続することが前提となる

韓国の症例からは再感染・
再活性化に関する洞察が得
られる可能性がある

資料: Lancet、Journal of Immunology、Journal of Infectious Disease、Scientific American、 BioRxiv、 MedRxiv、 ニューヨークタイムズ、Epidemiology & Infection、アルジャジーラ

間接的な
エビデンス

同一な遺伝子を79%共有するSARS-CoV1に
対する免疫は、回復後の患者で1～3年間持
続する

報告されている再感染は、一時的に鎮静した
後に再び発現した以前の感染のフレアアップ
(再活性化)として説明できる可能性がある

COVID-19に感染後に陰性と診断された
患者のうち、韓国では少なくとも約200人
の患者が再び陽性と判定された

季節性コロナウイルス(風邪など)に対す
る免疫は感染後数週間後に低下し始める

中国の研究によると100%の患者(n=16)にお
いて発症後14日以降にSタンパク質に対する
免疫反応があったと報告されている

韓国CDCでは患者の初期コホートの100%に
中和能を有する抗体を確認した(n=25)

霊長類の動物モデルでは再感染は観察され
なかった

SARS-
CoV2の
エビデンス

中国の研究によると、軽度の症状を示す
患者の30%(n=175)では抗体反応が弱い
か検出されなかった

中和能を有する抗体を持つ回復患者25
人のうち48%は、ウイルスRNA検査でも
陽性であった

https://www.thelancet.com/journals/laninf/article/PIIS1473-3099(20)30196-1/fulltext
https://www.jimmunol.org/content/186/12/7264.long
https://academic.oup.com/jid/article/190/6/1119/919111
https://www.scientificamerican.com/article/what-immunity-to-covid-19-really-means/
https://www.biorxiv.org/content/10.1101/2020.03.13.990226v1.full.pdf
https://www.medrxiv.org/content/10.1101/2020.03.30.20047365v1
https://www.nytimes.com/2020/02/29/health/coronavirus-reinfection.html?searchResultPosition=3
https://www.cambridge.org/core/journals/epidemiology-and-infection/article/time-course-of-the-immune-response-to-experimental-coronavirus-infection-of-man/6C633E4EFDAEB2B4C0E39861A9F88B01
https://www.aljazeera.com/news/2020/04/coronavirus-quandary-patients-south-korea-200426235141488.html
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医療現場ではマスクを使用することで感染率を低減できる
確証あるエビデンスがある1

他の呼吸器系のウイルス（H1N1など）では、飛行機のよう

な密閉された環境で感染率を低減できるエビデンスがある2

マスクは市中環境でも感染を減らす間接的なエビデンスが
ある

• 市中でのマスク使用に関するあるメタ分析ではウイルス
感染の減少が示されたが3、他の地域では参照できる質
の高い研究が不足していることが指摘されている 1 

• 質の高い治験はほとんど無く、ランダム化された比較試
験は1件のみである

D: 初期的なエビデンスによればマスクは感染予防に
効果がある

2020年4月20日時点

感染の低減

実験によるエビデンスによれば、サージカルマスクに
よってCOVID-194の感染の主な原因となる大きな飛沫

と小さなエアロゾルの両方の拡散を低減できることが示
されている5

• このエビデンスに基づいて、CDCとWHOは共に感染
した個人にマスクの着用を推進している1,5

アイスランド、韓国、ダイアモンドプリンセス号など大規
模な検査が行われた場所では、無症状のCOVID-19の
症例の割合が高いことが示されており、感染を引き起こ
す可能性がある飛沫を市中環境から低減すべきである
ことが示されている

飛沫を減らすエビデンス

重要な意味合い

コントロールされた環境で感染が
呼吸器系ウイルスの感染を低減
できるエビデンス、また無症状で
の感染率が高いエビデンスがある
ことから、一般市民がマスクを着
用することは他の対策と組み合わ
せて感染を減らす効果的なツール
となる

「マスクの着用はCOVID-19を
含む特定の呼吸器系ウイルス
疾患の感染拡大を抑制する予
防策の一つである」

– WHO、2020年4月6日
現時点では、市中環境においてマスクが有効とのエビデンスは十分ではなく、
今後は適切なエビデンスの整備が重要な研究テーマとなる

1 CEBM、2 Emerging Infectious Diseases、 3 BMJ、4 Nature Medicine、5 CDC

https://www.cebm.net/covid-19/what-is-the-efficacy-of-standard-face-masks-compared-to-respirator-masks-in-preventing-covid-type-respiratory-illnesses-in-primary-care-staff/
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pmc/articles/PMC3810906/
https://www.ncbi.nlm.nih.gov/pmc/articles/PMC2190272/
https://www.nature.com/articles/s41591-020-0843-2
https://www.cdc.gov/coronavirus/2019-ncov/hcp/infection-control-recommendations.html?CDC_AA_refVal=https%3A%2F%2Fwww.cdc.gov%2Fcoronavirus%2F2019-ncov%2Finfection-control%2Fcontrol-recommendations.html
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一部の国は疾患の進行に応じて公衆衛生政策の注力先を
シフトさせていると見受けられる

局所的な
クラスター

無制御の拡大 感染の減速 抑 制I II III IV

施策の重視度合い

高低

A. ディスタンシング

(学校や企業の閉鎖、物理的な距離確保
の規則など)

B. 旅行の制限

(外出禁止令、国境閉鎖など)

C. 検査、追跡、および対象を絞った隔離

(接触者追跡、症例管理など)

D. PPEと清掃

(例: マスク、公共スペースの清掃)

「今後は何らかの制限解除に向けて動くが、
だからと言って他の分野で注意を怠るこ
とはできないことは可能な限り強く強調し
なければならない。」

– ノルウェー、エルナ・ソルベルグ首相

資料: ノルウェー政府、https://www.npr.org/sections/coronavirus-live-updates/2020/04/27/845293195/italys-prime-minister-announces-gradual-easing-of-covid-19-
lockdown

「今回のロックダウン以上に継続すること
はできない― 国の社会経済体制の成り

立ちに過度の損害を与えるリスクがあ
る。」

「経済再開は関与する全ての企業が職場
の安全規則を厳守することを条件に許可
されている。」

– イタリア首相、ジュゼッペ・コンテ

テスト、追跡と隔離、PPEと清掃
の重要性が高まっている

2020年4月29日時点

https://www.npr.org/sections/coronavirus-live-updates/2020/04/27/845293195/italys-prime-minister-announces-gradual-easing-of-covid-19-lockdown
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多くの欧州諸国が既に再開しているか、今後数週間で
再開に向けた計画を発表している (1/2)

オーストリア1

資料: https://www.usnews.com/news/world/articles/2020-04-24/austria-will-reopen-schools-with-split-classes-next-month、ノルウェー政府

1. 全てのマイルストーンは国民の規制遵守次第であり、症例数が増加しないとが前提
2  20平方メートルごとに1名の顧客のみが許可され、消毒には具体的な要件が定められている

2. 感染症抑制ガイドラインを順守しつつ事業を運営できることが条件

オーストリアではスーパーマー
ケットや公共交通機関でマスク
着用を義務化

「社会の一層の再開に先立ち､検
査､感染のより優れた検出、感染
者の迅速な隔離などが次のス
テージで非常に重要となる」

– ベント・ホイエ保健大臣

ノルウェー

6月
4月14日: 連邦管理の庭園、400平方

メートル未満の店舗、売場面積に関係
なくホームセンターやガーデンセン
ターを再開2

4月末: スイミングプール、フィットネス
センター、スポーツ施設の再開可能性

4月末: 外出制限が解除される可能性
(現在は出勤、食料品確保、その他の
状況で許可)

5月4月
5月1日: すべての店舗、ショッピングセン
ター、理容店が再開

5月4日: 学校ではまず最終年度の生徒、
続いて6歳から14歳の生徒から再開

5月中旬: 全てのホテル、レストラン、学校
を再開2

6月末: 公開イベントの再開を許可し、
映画館や劇場を再開

4月20日: 山小屋やレジャー施設へ
の旅行の禁止は解除

4月20日: 幼稚園の再開2

4月27日: 小学生と一部の中高生、
大学生で学校再開(職業訓練プログ

ラムの学生、または施設利用が必要
となる学生など)2

4月27日: 一人ずつサービスを提供
する事業の再開(美容院など)2

6月15日: 文化的イベントやスポー

ツイベントを含む公共での集会の禁
止は現在解除されているが、変更
の可能性もある

5月1日: 主要なスポーツや文化イベン
トは再度評価

2020年4月29日時点

https://www.usnews.com/news/world/articles/2020-04-24/austria-will-reopen-schools-with-split-classes-next-month
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多くの欧州諸国が既に再開しているか、今後数週間で
再開に向けた計画を発表している (2/2)

チェコ共和国

資料: https://www.theguardian.com/world/2020/apr/19/the-exit-strategy-how-countries-around-the-world-are-preparing-for-life-after-covid-19、https://www.abc.net.au/news/2020-
04-27/italy-plans-to-ease-coronavirus-lockdown/12187896、https://www.radio.cz/en/section/curraffrs/government-unveils-five-stage-plan-to-reopen-businesses

顧客間の物理的な距離、公共の
場所でのマスク着用、消毒要件
など、厳格な衛生規則が引き続
き適用される

イタリア

1. 出国した場合には帰国後2週間の隔離が必要
2. 状況によってはさらに追加される場合もある
3. 企業が安全上の規則を尊重できることが再開許可の条件

6月
4月14日: 出国制限を緩和し、「妥当

な理由」があれば海外渡航を許可1

4月20日: 工芸施設、自動車販売店、
ファーマーズマーケットは再開可能

4月27日: 大規模ショッピングセン
ターに入居していない200平米まで
の店舗は営業を再開

5月4月
5月上旬: 学校を徐々に再開、最終学年

の大学生から始まり、続いて最終学年の
高校生と小学生が対象

5月25日: レストランやカフェの屋外の座
席、様々な美容サービスの再開(美容院
など)

6月8日: レストランの屋内スペース、
5,000平米以上のショッピングモール、
ホテルの再開も許可2

6月上旬: レストラン、バー、美容院
が再開3

5月4日: 約80の業種が再開可能3

5月18日: 博物館や図書館が再開、

スポーツチームの集団トレーニング
も許可

4月14日: 書店、文房具店、子供服
店が再開

4月27日: 厳格な安全制約下で、一

部の戦略的で輸出志向のセクターに
再開を許可

再開は各企業が安全上の規則を
厳格に遵守できることが条件

オーストリア、ノルウェー、チェコ
共和国とは異なり、イタリアは9月
まで学校を再開しない

2020年5月6日時点

https://www.theguardian.com/world/2020/apr/19/the-exit-strategy-how-countries-around-the-world-are-preparing-for-life-after-covid-19
https://www.abc.net.au/news/2020-04-27/italy-plans-to-ease-coronavirus-lockdown/12187896
https://www.radio.cz/en/section/curraffrs/government-unveils-five-stage-plan-to-reopen-businesses
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各国はCovid-19からの復旧に向けた指針として異なる基準を確立している

1 検査: 
より広範囲な監視、または調査、テスト体制、無症状の人の
検査

2 接触者の追跡：
判明している感染者の主な接触者全員を特定して隔離すること
ができる、テクノロジーを活用した産業的規模への能力拡大

3 地域の対応：
アウトブレイクが発生した集中感染地域を遮断する機能の強化

資料: https://www.pm.gov.au/media/press-conference-australian-parliament-house-act-15、https://www.whitehouse.gov/openingamerica/#criteria

オーストラリアの再開の指針となる主な基準

1 状況: 
 14日間に報告されたILI1が下降傾向、

かつ

 14日以内に報告されたCovidに似た症状の症例数が下降
傾向

2 症例数:  
 記録上の症例数が14日下降傾向、または

 14日以内の全検査に占める比率である陽性率が下降傾向

3 病院: 
 緊急対応無しで全ての患者を治療できる、

かつ

 リスクの高い医療従事者向けに確立された堅牢な検査計画
（新たな抗体検査を含む）

「アメリカを再開する」ための米国の条件

1. インフルエンザ同様の症状

2020年4月29日時点

https://www.pm.gov.au/media/press-conference-australian-parliament-house-act-15
https://www.whitehouse.gov/openingamerica/#criteria
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この時代に何が求められるか
ウイルスと経済への打撃の「期間を囲い込み」

人命を守る

1a.可能な限り早期にウイルスを抑制

1b.治療や検査能力の拡大

1c.「治癒」の追求、治療法、医薬品、ワクチン
喫
緊
の
課
題2

生活を守る

2a.ロックダウンの影響を受けた人々と事業の支援

2b.ウイルスが沈静化した後に安全に仕事を再開するための準備

2c.-8%から-13%の谷からの回復の本格化に向けた準備

1

資料: Oxford Economicsとの提携によるマッキンゼー分析

約-8 から -13%
の経済ショック

1a
1b

1c

2a
2b

2c



McKinsey & Company 25

COVID-19危機の経済的な影響のシナリオ
COVID-19の拡大、公衆衛生対応、経済政策のGDPに対する影響

ウィルスの蔓延と
公衆衛生への対応

COVID-19の蔓延と人体
への影響を抑制する公衆
衛生対応の有効性

効果的に対応しているが
(一部地域で)ウィルスが復活
公衆衛生の対応は当初成功するが、ウイ
ルスの復活を防ぐには対策が不十分で
あるため、社会的距離戦略は(地域的に)
定期的に再導入される

公衆衛生介入の広範囲に
わたる失敗

ウィルス拡散の迅速かつ効果的
な制御
強力な公衆衛生対策により、2〜3ヵ月
以内 に各国での感染拡大を抑制

公衆衛生上の対応では、ウイルスの長期
的な蔓延を抑制することができない
(例: ワクチンが利用可能になるまで)

ノックオン効果と経済政策による対応

連鎖的な効果と経済政策の対応回復のスピードと強さは、政策の動きが自己強化的な景気後退ダイナミクス
(例: 企 業の倒産、信用収縮)を緩和できるかどうかにかかっている

政策の対応が経済へのダメージを一
部相殺、金融危機は回避、回復水準
は緩やか

自己強化的な景気後退ダイナミックス
の始まり、広範な倒産と信用破綻、潜
在的な銀行危機の可能性

強力な政策により構造的なダメージを
回避、危機前のファンダメンタルズと
モーメンタムが回復

効果のない介入 部分的に効果的な介入 非常に効果的な介入

ウイルスの復活、長期的な成長が鈍化
世界全体で緩やかな回復

ウイルスは抑制され、回復に向かうウイルスは抑制されたが、セクターの被害が
大きく、長期的な成長率は低下

ウイルスの復活、長期的な成長が鈍化し
完全な回復には不十分

パンデミックが悪化、経済成長なく
景気低迷が継続

パンデミックの拡大、景気回復に向けての
緩やかな進展

ウイルスは抑制され、
力強い成長のリバウンド

ウイルスの復活、趨勢成長率への回帰
強力な世界的リバウンド

パンデミックの拡大、遅れているが
完全な経済回復

A3

A1 A2

A4B1

B2

B3 B4 B5

資料: “Safeguarding our lives and our livelihoods:The imperative of our time”はオンラインで閲覧可能: https://www.mckinsey.com/business-functions/strategy-and-corporate-finance/our-
insights/safeguarding-our-lives-and-our-livelihoods-the-imperative-of-our-time 

2020年5月6日時点

https://www.mckinsey.com/business-functions/strategy-and-corporate-finance/our-insights/safeguarding-our-lives-and-our-livelihoods-the-imperative-of-our-time


McKinsey & Company 26資料: “In the tunnel:Executive expectations about the shape of the coronavirus crisis”はオンラインで閲覧可能：https://www.mckinsey.com/business-functions/strategy-and-corporate-finance/our-insights/in-the-
tunnel-executive-expectations-about-the-shape-of-the-coronavirus-crisis、世界のエグゼクティブに対するマッキンゼー調査、2020年4月2日~4月10日、N=2,079

世界のエグゼクティブによる世界的なコロナウイルス危機の形状の予測
世界2,079人のエグゼクティブ調査、回答者の割合

ウイルスの
蔓延と公衆
衛生への
対応

効果的に対応しているが
（一部地域で）ウィルスが
復活

公衆衛生介入の広範囲
にわたる失敗

ウイルス拡散の迅速かつ
効果的な制御

ノックオン効果と経済政策による対応

効果のない介入 部分的に効果的な介入 非常に効果的な介入

A3

A1 A2

A4B1

B2

B3 B4 B5

15%

11%

3%

16%

31%

9%

6%

6%

2%

最も可能性の高いシナリオ

https://www.mckinsey.com/business-functions/strategy-and-corporate-finance/our-insights/in-the-tunnel-executive-expectations-about-the-shape-of-the-coronavirus-crisis
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COVID-19が米国にもたらす影響は第二次世界大戦後を上回る見通し

-15

-20

-30

0

-25

-10

-5

19701900 1920 20201910 1930 19501940 1960 1980 1990 2000 2010

-8%

-13%

米国の実質GDP 
%、以前のピークからの減退の合計

第二次世界大戦前 第二次世界大戦後

資料: Historical Statistics of the United States Vol 3、米国経済分析局、Oxford Economicssとの提携によるマッキンゼーチーム分析

シナリオA1

シナリオA3
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シナリオA3:
ウイルスを抑制

第2四半期の半ばまで中東、

欧州、米国でウイルスの感
染拡大が続き、ウイルスの
季節性と公衆衛生対策の
強化によって感染症例数
が減少する

疫学的シナリオ

中国と東アジア諸国は現在の回復状況を
維持し、第2四半期初期にウイルスを抑
制

欧州と米国でのウイルスは経済的閉鎖か
ら2~3ヵ月間で効果的に抑制され、公衆

衛生面での対策強化とウイルスの季節性
を受けて、新たな感染症例数は4月末ま
でにピークを迎え6月までに減少する

経済的インパクト

中国は急激だが短期間の減速を経て
危機前の活動水準に素早く回復。中国
の2020年の年間GDP成長率は最終的
にはほぼ横ばい

欧州と米国では、金融と財政政策に
よって経済的な打撃が一部緩和され、
感染もある程度遅れることから、力強い
反発は2020年第2四半期末のウイルス
抑制後となる可能性

多くの国では第2四半期に第二次大戦

後には見られなかったような急激な
GDP減少を経験すると予想される
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シナリオA3: ウイルスを抑制、成長再開
主要経済国

実質GDPの成長
現地通貨単位による指標(2019年Q4＝100)

世界

中国1

米国

ユーロ圏

2019 2020 2021

資料: Oxford Economicsとの提携によるマッキンゼー分析

1. オックスフォード・エコノミクスによる季節調整値

-4.9% 2020 Q4-2.0%中国

-8.1% 2020 Q4-2.5%米国

-11.0% 2021 Q1-5.2%ユーロ圏

-6.5% 2021 Q1-2.7%世界

実質GDPの
低下
(2019年Q4～
2020年Q2)

2020年の
GDP成長

危機前水準への
回復時期
(四半期)

2020年5月6日時点
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シナリオA1:
世界全体で
緩やかな回復

季節的な減少もなく、ウイ
ルスは世界的に拡散する。
多くの国で医療制度が圧
倒され、特に貧困国では
大規模な人的・経済的打
撃が起きる

疫学的シナリオ

中国はウイルスの地域的な再拡大を封
じ込める必要がある

米国と欧州は一つの四半期内ではウイ
ルスを封じ込めることはできず、夏にか
けて一定の物理的距離戦略と隔離を導
入することを余儀なくされる

経済的インパクト

中国の回復はより緩やかとなり、外国への
輸出が減少するため痛手を受ける。経済
はかつてないほどの縮小に直面する可能
性がある

米国と欧州の第2四半期のGDPは年換算
で35~40%の下落となり、欧州の多くの主

要経済国の状況も同様となる。経済政策
では失業数や事業閉鎖の急増を防止でき
ず、ウイルス抑制後も回復が大幅に遅れ
る

多くの国では危機前のGDP水準に回復す
るまでに2年以上を要する
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シナリオA1: ウイルスの復活、
緩やかな回復
主要経済国

110

100

85

105

90

95

Q1Q1 Q2Q2 Q3 Q4 Q1 Q3 Q4 Q2 Q3 Q4

実質GDPの成長
現地通貨単位による指標(2019年Q4＝100)

中国1

ユーロ圏

米国

世界

2019 2020 2021

資料: Oxford Economicsとの提携によるマッキンゼー分析

1. オックスフォード・エコノミクスによる季節調整値

-5.7% 2021 Q4-4.4%中国

-11.2% 2023 Q1-8.1%米国

-14.6% 2023 Q3-11.1%ユーロ圏

-8.4% 2022 Q3-6.5%世界

実質GDPの
低下
(2019年Q4～
2020年Q2)

2020年の
GDP成長

危機前水準への
回復時期
(四半期)

2020年5月6日時点
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ビジネスリーダーが今後数週間に注目すべきこと
ビジネスリーダーが問いかけている3つの質問と手がかりとなる指標

• 市中感染が確認された後、社会的距離戦略を実施
するまでの時間

• 症例数-絶対数
(検査の拡大に伴い急増することが予想される)

• 経済的貢献度と比較した症例の地理的分布

• 症例数の変化率

• ウイルスの季節性に関するエビデンス

• 100万人当たりの検査数

• 在宅で治療した症例の割合

• 病床利用率(負担の大きいシステムは回復が遅い)
• 治療法の利用可否

• 他国と比較した症例致死率

混乱の深さ

需要減少の深刻度はどの程度か?
混乱の長さ

混乱はどのくらい続くのか?
回復の形

どのような形で回復するのか?

• 公衆衛生対策と経済活動の効果的な統合
(例: 飛行の前提条件としての迅速な検査)

• 時間の経過に伴う異なる疾患特性の可能性
(例: 突然変異、再感染)

• パンデミックの初期にウィルスに曝された国々の
経済活動の立ち直り

• 経済の再始動を確実にするための、パンデミック
時の早期の民間・公的セクターによるアクション

• 支払い遅延・信用破綻

• 株式市場とボラティリティ指数

• 購買担当者指数(PMI)
• 新規失業保険申請件数

• 耐久財(自動車、家電等)への支出削減

• 行動の変化の度合い
(例: レストランでの消費、ジムでの活動等)

• 旅行の減少幅
(フライトキャンセルの割合、渡航禁止)

疫
学
的

経
済
的

指

標
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ResolveからResilience、ReimaginationからReformへの道筋

COVID-19が企業の

従業員、顧客、協業者
に与える影響に迅速に
対応する

短期的なキャッシュニー

ズへの対応と、感染症
拡大に伴う経済停滞へ
の長期的な施策を実行
する

ウィルスの蔓延による

影響から、事業を本来の
規模に素早く回復させる
ための詳細な計画を立
てる

この危機が強いる断続
的な変化は何か、企業
はどのように変わるべき
か、「Next normal」を
改めて考える

競争環境と規制がどの
ように変化し得るか明確
な理解を持つ

リーダーは5つの「R」に沿って行動する必要がある

Resolve

Resilience

Return

Reimagination

Reform
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危機対応の5つの段階に関する重要インサイト
マッキンゼーの各研究グループによる最新の見解を掲載した記事

Resolve
Tuning in, turning outward:Cultivating 
compassionate leadership in a crisis
– 認識向上、脆弱性、共感性、思いやりに

対処するために内側に目を向け、次に利害
関係者の懸念に向き合い対処する外側に
目を向けることにより、リーダーは個人に対
する配慮を示し、リジリエンスを構築し、危
機後の未来を積極的に描くよう組織を導くこ
とができる。

The CFO’s role in helping companies 
navigate the coronavirus crisis ― 
CFOと財務部門が3つのステージに講じる
べき重要ステップとは、即時の安全性と存
続、Next normalを見据えた事業の短期的
な安定化、および企業の回復に向けて実施
できる大胆な打ち手に向けた長期的準備で
ある。

Responding to coronavirus:The 
minimum viable nerve center –
COVID-19対応の体制および必要最小限
機能するNerve Centerを迅速に構築する
にあたってのアプローチと重要な考慮事項

Resilience
“Safeguarding our lives and our 
livelihoods:The imperative of our 
time” – COVID-19を取り巻く不確実性に

どのように対処し、影響の境界線を見極め
るか、また未来はどう展開するかの議論

A global view of how consumer 
behavior is changing amid COVID-19 
– 危機を通じて41ヵ国の消費者心理を追跡
するグローバル調査シリーズから読み解く
消費者行動の洞察

Return
From surviving to 
thriving:Reimagining the post-COVID-
19 return – ビジネスモデルを再考する際
に注力すべき4つの戦略的な領域：収益の

回復、オペレーションの再構築、組織の再考、
デジタルソリューション採用の加速

The Restart:Eight actions CEOs can 
take to ensure a safe and successful 
relaunch of economic activity – フラン
ス、欧州、アジアのすべてのセクターの大手
企業のリーダーに対する調査と対話に基づ
くReturnに向けた施策集。ロックダウンの解
除に関する課題や懸念について幅広い見解
を提供する

How to restart national economies 
during the coronavirus crisis – 経済再
開に向けた2つのフレームワークを提供。1
つ目は政府、民間、非営利団体がいつ経済
を再開すべきかを念頭に設計されており、2
つ目はどうやって再開すべきかのアプロー
チを概説する。

Reimagine & reform
The future is not what it used to 
be:Thoughts on the shape of the next 
normal – ビジネスリーダーが「Next 
Normal」に向けた計画を立案するにあたっ
て考慮すべき7つの要素。

Getting ahead of the next stage of the 
coronavirus crisis – 5つの枠組みを使用
し、複数の時間軸を横断して活動する「将
来計画チーム」を立ち上げる方法

Revisiting agile teams after an abrupt 
shift to remote – アジャイル文化を維持
する意図的なアプローチ、遠隔作業を通じ
てアジャイル目的に貢献するため再調整さ
れたプロセスによる生産性改善の手法。

https://www.mckinsey.com/business-functions/organization/our-insights/tuning-in-turning-outward-cultivating-compassionate-leadership-in-a-crisis
https://www.mckinsey.com/business-functions/strategy-and-corporate-finance/our-insights/the-cfos-role-in-helping-companies-navigate-the-coronavirus-crisis
https://www.mckinsey.com/business-functions/risk/our-insights/responding-to-coronavirus-the-minimum-viable-nerve-center
https://www.mckinsey.com/business-functions/strategy-and-corporate-finance/our-insights/safeguarding-our-lives-and-our-livelihoods-the-imperative-of-our-time
https://www.mckinsey.com/business-functions/marketing-and-sales/our-insights/a-global-view-of-how-consumer-behavior-is-changing-amid-covid-19
https://www.mckinsey.com/featured-insights/future-of-work/from-surviving-to-thriving-reimagining-the-post-covid-19-return
https://www.mckinsey.com/business-functions/strategy-and-corporate-finance/our-insights/the-restart
https://www.mckinsey.com/industries/public-sector/our-insights/how-to-restart-national-economies-during-the-coronavirus-crisis
https://www.mckinsey.com/featured-insights/leadership/the-future-is-not-what-it-used-to-be-thoughts-on-the-shape-of-the-next-normal
https://www.mckinsey.com/business-functions/marketing-and-sales/our-insights/a-global-view-of-how-consumer-behavior-is-changing-amid-covid-19
https://www.mckinsey.com/business-functions/organization/our-insights/revisiting-agile-teams-after-an-abrupt-shift-to-remote
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Returnのフェーズが見えてきた
しかし早すぎる再開はリスクも高く、新たな現実に直面する

何週間にもわたる屋内退避命令によって、世界は深刻な経済的な苦境に陥っており、生計の維持や、政府として
人命を救うための能力にも負担が生じつつある

今では世界中の政府が段階的な再開に向けた選択肢と時期の検討に入っている

経済再開を取り巻く環境には様々な違いがある。頭打ちを理由に再開を検討する地域もあれば、追加の検証が
完了してから再開することを目指す地域もある(例: 病院のキャパシティ、検査能力、その他)

こうした違いはまた、職場復帰に関連するリスク、これらのリスクを適切に管理できるかどうかについて、企業内
での懸念を引き起こしている

更にCOVID-19は企業を取り巻く多くの現実を変えた。リモート・ファーストは数ヵ月で達成可能な目標かもしれな

いが、消費者の間ではデジタルチャネルの構造的な普及が進んでおり、また第二次世界大戦以来の最大の景気
後退が懸念されることから企業は間もなく難問に直面する可能性がある

2020年5月4日時点
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再開時の公衆衛生と経済の実態は地域によって大きく異なる
一部の地域は感染の頭打ちを機に早期に再開を検討するが、大幅な減少まで待つ地域もある

• 症例数の頭打ち • 持続的な感染低下後

• 広範囲な検査

• 接触者の追跡

• 病院の高い受入能力

• ワクチンの実現または

• 集団免疫の獲得

公衆衛生上の
リスク1

1. ワクチン後のフェーズに到達するまではウイルス復活の可能性も引き続き高い

地域によってReturnの実施方法は異なるため、当初から企業
のリスクに対する考え方には差が生じる

フェーズ 頭打ち後 感染低下後
ほぼ集団免疫

活発に拡大 ワクチン後・
集団免疫後

2020年5月4日時点
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AACTの実施:
Return計画の
4つの側面

Accelerate
セグメントに応じて従業員の

構造シフトを加速する

Time
地域の状況に合わせた
移行のタイミングを図る

Craft
従業員と顧客を守る
ためのステージ別の
再開計画を練る

Adapt
収束後の世界に
合わせて事業を

順応させる

Return
の計画

2020年4月21日時点
2020年5月4日時点
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AACTの再確認:Returnに向けた効果的な計画のための4つの要素

1. 従業員の安全性と公正な対処に関しては地域または全国的なガイドラインを順守する

Accelerate
セグメントに応じて従業員の構造
シフトを加速する

2 複数のシナリオ下で未来を守る
ための打ち手

Next normalにより素早く順応する
大規模なスキル再習得

よりリモートな業務モデルに移行
する

Craft 
従業員の安全のための運用計画
を練る

3
安全に働くための能力、ロール
モデル、プロセス、システムの
改良

専門家会議が主導する「レッド・
チーム」が主導する専任のガバ
ナンスの導入

従業員と顧客ジャーニーを通じた
ステージ別の計画を練る

Adapt 
収束後の世界に合わせて事業を
順応させる

1
顧客や協業先の安全性とリジリ
エンスのニーズを十分以上に
徹底する

不況のインパクトに事前に備える販売チャネルをデジタルにシフト

Time
地域の状況に合わせた移行の
タイミグを図る

4 ウイルスに影響されやすい人口の
再復帰のタイミングを図る1

消費者の需要回復のタイミング
(店舗・デジタル)を特定する

基準値に基づいて従業員の再復帰
に向けたタイミングを図る

2020年5月6日時点
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Adapt
収束後の世界に合わせて
事業を順応させる

COVID-19の正確な症例数が把握できず、様々な年齢層で
より重症化するウイルス感染が起きており、確実にウイルス
を排除できる環境を構築することは難しい状況にある。企業
のリーダー、従業員、顧客にとって、どうやって世界が平常
状態に戻れるのかは不透明なままである

ワクチンはこうした多くの懸念を緩和できるが、2021年まで
に提供される可能性は低い

この状況で事業を再開しようとしても、特に裁量消費支出に
依存するほとんどの企業は単純にCOVID前の平常業務を
今後続けることはできない

不況に備えて資金を温存し、あるいは健康状態を心配する
ことで、顧客は消費を先送りする可能性がある

よって企業は、需要はどのようになるのかの前提条件を新た
に見直し、どうすれば需要を喚起できるかの方策を練る必要
がある。多くの企業では、おそらく短期的に事業のあり方を
変える必要があるだろう(消費者とのやり取りをデジタルにシ
フトするなど)

2020年5月6日時点
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Recoveryに向けた活動の優先順位を決定するにあたっては、事業に起きている
3つの根本的な変化を検討する必要がある

新たな顧客行動と
ニーズ

行動やインタラクションの

好みが変化しており、今後も
シフトが続く

予測不能な需要
パターン

需要回復はより予測不能と
なり、おそらく以前とは異なる

構造的な
余剰キャパシティ

多くの業種がキャパシティ

過多となり、運営コストの削減
や変動費化が求められる

2020年5月6日時点
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デジタル販売チャネルの普及が高まっている

消費者はデジタルチャネルの採用を加速している1 … またB2Bの意思決定者も同様である2

34

66

デジタル対応の営業の
インタラクション

伝統的な営業の
インタラクション

~2X

B2Bの意思決定者はデジタル営業のインタラクションが、今後
数週間で従来のインタラクションの約2倍重要になると考えて
いる(COVID以前と重要性は変わらないに対して)

回答者全体に占める割合、%

資料:  
1 - Q: 過去半年間に、次のどの業種でデジタル(モバイルアプリやウェブサイト)を利用/訪問されましたか?新型コロナウイルスの期間にデジタルの利用を開始したサービスはどれですか?
McKinsey&Company COVID-19デジタル・センチメント・インサイト: 米国市場の調査結果(2020年4月25〜28日)
2 - マッキンゼーB2B意思決定者パルス調査、2020年4月(グローバルのN=3,619、フランス、スペイン、イタリア、イギリス、ドイツ、韓国、日本、中国、インド、米国、ブラジルの回答者)

ほとんどの初回の顧客(約86%)はデジタルを利用したことに満足/非常に満足
しており、大多数(約75%)はデジタルをコロナ収束後も継続して利用する予定

回答者全体に占める割合、%

37%

31%

33%

17%

51%

平均(全業種)

73%

21%

銀行

30%

食料品

31%

13%

衣料品

31%

6%
旅行

51%
61%

45%

通常の利用者 初回の利用者

2020年5月6日時点
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顧客やステークホルダーとの
テストと改良

関連ユーザーグループとの検証と
コンセプト改良

優先順位づけ

Reopenとrecoveryを加速する
ための時期別の投資のバランス

ビジョンの開発、アイデア創出、
プロトタイピング

精細度を徐々に高めて、優れた
サブセットのアイデアのプロト
タイプを設計

重要ジャーニーに関わるリスクを理解し、こうしたリスクへの最善の対応策と緩和策となる

主要ソリューションを設計する。部門横断チームによるソリューションの迅速な開発により、
チームは「卓上」で未来のエクスペリエンスを設計し、ユーザーやステークホルダーとの迅速な
テストと検証を行うことができる。

エンド・ツー・エンドの顧客ジャーニーを反復的かつ迅速に
再設計していくことが不可欠となる
旅行業の例: 「非接触」体験のデザイン

ホテル連動の医療サービス 選択肢を計画する安全度メーター非接触のE2Eジャーニー 完全デジタルのホテル 目に見える保安トレーの消毒 従業員のリジリエンス研修

空港内の隔離ポッド 交通機関のUV清掃ロボット
より安全な電車/バスの車内ゾー
ニング より安全な列車内での荷物保管 輸送機関のヘッドレストの換気口 旅行前の健康チェック

エンド・ツー・エンド
の旅行者ジャーニー
で特定されたリスク
解消アイデア

(例示)

M NLKB C GFDA H I JE

2020年5月6日時点
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Accelerate
セグメントに応じて従業員の
構造シフトを加速する

COVID-19に関連したシャットダウンにより、在宅勤務が可能な
多くの従業員は新たに在宅勤務を経験することになり、また職場
での勤務が不可欠な従業員の就業環境も変化している。

企業の経験によれば、在宅勤務を行う多くの従業員の生産性が
向上している

そのため人事責任者を始めとする経営幹部の多くは、現在の在
宅勤務を継続する価値があるのではないか、またその場合は組
織への帰属意識を醸成するニーズに適合するのかと疑問を投げ
かけている

他に検討されている別の代替案として、リモートワークと対面で
のやり取りを組み合わせたハイブリッドなチーム方式に移行し、
生産性、士気、コネクティビティの最適なバランスを提供できない
かが模索されている

最後に、企業はまた経済シナリオの変化が労働力にどのような
意味合いをもたらすのか、また企業の未来を維持しつつ代替的
な機会や新たなスキル獲得にどう取り組むのが正しいのかにつ
いて模索している
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どの役職の移行を検討するのか: 外出禁止直後の状況では従業員を4つの
カテゴリーに分類

バーチャル・リモート

リモートワークを維持しつつ、
柔軟性を高める

 リモートでのサポート、生産性、
コネクティビティ、健康に注力

 必要に応じて、また可能であ
れば契約を柔軟な形態にシフ
ト

柔軟な出社

地域の状況に合わせて段階的
な再開の計画を定義する

 安全な職場復帰プロセスを開
始するためのマイルストーン
を特定(例: 地域の公衆衛生
システムの準備態勢、政府の
職場復帰ガイドライン)

 ウイルスの蔓延、公衆衛生当
局からのガイダンス、従業員
の職場復帰の準備態勢、法
的責任等の重要な考慮事項
に基づいて事業再開に向け
た詳細計画を作成

出社が不可欠

仕事の柔軟性を高めつつ
業務を再開する

 時差勤務やより緩やかな
立ち上げ等、事業再開の
計画を定義

 より柔軟なスキルセットに
移行するための再研修

 必要に応じて、契約を柔軟
な形態にシフト

その他

透明性、新たなスキル獲得、
未来への企業存続

 会社が直面している実態の
現状を可視化する

 再度トレーニングを行うか
注力先をシフトする機会を
模索

 会社の存続を守るその他の
対策

2020年5月6日時点
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リモートワークにはCOVID-19へのリジリエンスを超える
重要な利点がある

1. https://www.mckinsey.com/business-functions/operations/our-insights/building-resilient-operations
2. https://globalworkplaceanalytics.com/
3. https://www.gsb.stanford.edu/insights/why-working-home-future-looking-technology
4. CNN
5. American Management Association

(特にポテンシャルが高い)個人は仕
事のために引っ越す意欲が低いため、
採用可能な人材プールが拡大

人材へのアクセスが向上

高価な企業の不動産のスペースや
出張需要を削減

コスト構造の低減

従業員の効率向上(通勤時間等)
求められる業務再設計による生産性の向
上(自動化、新たなツール、プロセス時間の
改善、紙のフローやレポート数の削減等)

生産性が向上

従業員の離職や予定外の欠勤を低減できる
柔軟性の提供

従業員満足度の向上

COVID-19を取り巻く

状況によってリモート
ワークへの採用が促進
され、その利点のいく
つかを実現する機会が
生み出される可能性が
ある

2020年5月6日時点
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これまでの企業による在宅勤務への移行はほとんど
成功していなかった
過去の在宅勤務へのシフトの取り組みは進みが遅い

8

0

2

4

6

10

5

買収から8年が経過したが
遠隔勤務率は8%に留まる

同社でのリモート勤務の比率

柔軟なリモートワークを
許可するが、詳細な
遠隔勤務の規則はない

100%リモートワークの
小規模企業を買収

「リモートファースト」の取り
組みを企業全体に広げる
ため買収を行っているが、
成長と遠隔のバランスを
取ることに苦慮

4

6

8

グローバルソフトウエア企業のケース事例

• 世界中の多くの企業がリモートワークの取り組みを試行する中、シリコンバレーの企業は繰り返し遠隔勤務
を試行してきた最先端にある – ベイエリアでは人材獲得を巡る共創が激しく、事業用不動産のコストも高い
ためである

• しかし数十年にわたる努力を経ても多くの企業ではリモート化への推移は極めて緩やかで、あるいは以前
に導入した遠隔勤務のポリシーが覆される場合もある

シリコンバレーの企業は
リモートワークを10年以上

推進してきたが、「コア」の
機能(ソフトウエア、製品開
発、データ等)での
リモート化はわずか
8~10%前後である

資料: 匿名化したケース事例

2020年5月6日時点
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リモート環境では孤立化が根深い重要課題となる

「活動の中心地」から物理的に
従業員が遠いほど、孤立感を
経験しやすい

物理的な距離

明確に何を期待するかを伝えるの
が得意なマネジャーのいるチーム
は孤立感を感じることが少ない

コミュニケーションの明快さ

完了までに1時間以上を要する
ような複雑な作業は孤立感を感
じさせる

完了までの時間

孤立感に関してどう感じているか
を共有する従業員はごくわずか

表現の豊かさ

特定の性格の特性(例: 良心的、人当
たりが良い)は、リモートの職場環境で
も良好な結果に貢献する

性 格

遠隔の職場環境で直接雇用された
従業員は、仕事の体制が後から変化
した従業員よりも精神的に準備が
整っている

従業員の期待

遠隔勤務がもたらす従業員の孤立感には様々な要因が作用している

資料: “Workplace Isolation Occurring in Remote Workers”、Hickman、“Is Working Remotely Effective?Gallup Research Says Yes”, Hickman、Robinson

2020年5月6日時点
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Craft
従業員と顧客を守るための
ステージ別の再開計画を練る

世界中で屋内退避命令の解除が進展することに伴い、
中央政府は職場復帰をどのように進めるべきかの指針
を示しつつあり、地方政府や規制当局からもより具体的
な指針が提供されている

地域のCOVID-19の状況、既存の慣行（公共交通機関
の使用など）、医療キャパシティ、および影響を及ぼすそ
の他の要因に違いがあるため、このような運用計画では
地域によって大きな差が生じると予想される

こうした規定を遵守することに加え、企業では世界中の
類似の環境で事業を運営する他社の経験に基づいて、
職場復帰に関する運用のベストプラクティスの構築に取
り組んでいる

2020年5月6日時点
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通勤 勤務中 共用スペース

公共交通、雇用主提供
または個人の交通手段

入館時の管理

入館前 感染後

製造業の環境

オフィス環境

リテール環境

フィールド環境

会議室

休憩室

廊下

洗面所

その他

隔離

追跡と隔離

施設対応

保険

賠償責任

規則や教育

従業員への
コミュニケーション

どのように移行を検討するか:従業員のジャーニーを通じた保護の徹底
製造業、オフィス、小売、および現場環境における労働力の保護の対策

最も効果が低い 最も効果が高い

1. https://www.cdc.gov/coronavirus/2019-ncov/hcp/respirators-strategy/index.html | https://www.osha.gov/shpguidelines/hazard-prevention.html

代替

排除

抑制策の設計

PPE

危機管理のヒエラルキー1

運営上の
管理

個人保護具の使用

保険と対応

検査と隔離

清掃と消毒

設備アップグレード

安全な行動基準の推進

認知向上

空間と時間の分離

2020年5月6日時点
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ジャーニーの例: 製造業の環境

通勤と入館前 勤務場所 共用スペースの使用

検 温

食事のテーブルには間仕切りを設置し、昼食は
分かれて座る

食堂では使い捨てのお皿を使用

マスク等の適切な
PPEを常に着用

従業員の通勤時にもマスクの使用を要求
接触の多い表面
や空間は高頻度で
清掃

空調フィルター・
換気の改善

安全に関する指針
や病気に対する

プロトコルを明確
にしたポスター

区切られた空間、
空間を横断した

インタラクションは
限定的

資料: エキスパートインタビュー、記事検索、クライアントサーベイ

クライアント個別のニーズに特化したマッキンゼーの助言ではなく、個別のクライアントで導入する前に適切な法規や事業の要件に照らして検証する必要がある
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ジャーニーの例: オフィス環境

通勤と入館前 勤務場所 共用スペースの使用

資料: エキスパートインタビュー、記事検索、クライアントサーベイ

従業員以外の入館は制限

個別の昼食の席

清掃頻度を向上し、清掃スケジュールは明らかな方式
でモニタリング

従業員はマスク着用を義務化し提供

座席の再配置
(1.8メートル離す)

消防法の上限未満に
人数を制限
(シフト別の入館人数
の制限等)

常にマスクが必要
(1.8m以上離れて個

別に作業をしている間
以外)

接触の多い表面や
空間は高頻度で清掃

クライアント個別のニーズに特化したマッキンゼーの助言ではなく、個別のクライアントで導入する前に適切な法規や事業の要件に照らして検証する必要がある
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ジャーニーの例: フィールド環境

資料: エキスパートインタビュー、記事検索、企業サーベイ

通勤と入館前 勤務場所 共用スペースの使用

クライアント個別のニーズに特化したマッキンゼーの助言ではなく、個別のクライアントで導入する前に適切な法規や事業の要件に照らして検証する必要がある

マスク等の適切な
PPEを常に着用

区切られた空間、
空間を横断した

インタラクションは
限定的

個別のミーティングで安全対策を議論

トレーラー内の人数を最小限に抑制接触を最小限にするため自家用車の利用を許可

入館前の非接触の検温 ヤード内の資材ピックアップをずらし距離を確保

安全に関する指針
や病気に対する

プロトコルを明確
にしたポスター
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例: ウォークスルー評価による高リスク区域の特定

実施されている場所

グローバル航空宇宙関連メーカー

対策案の概要

従業員、従業員のチームまたは第三者がウォーク
スルー評価を行い、高リスクで接触の多い区域を
特定

この評価結果を新たな安全対策に活用

第三者によるウォークスルー

安全な行動基準の推進

資料: エキスパートインタビュー、記事検索、企業サーベイ

クライアント個別のニーズに特化したマッキンゼーの助言ではなく、個別のクライアントで導入する前に適切な法規や事業の要件に照らして検証する必要がある

勤務場所 共用エリア 感染後入館前 通勤

オフィス フィールド



McKinsey & Company 56

例: 空気中の病原体を除去するためのエアフィルター
や換気の改善

対策案の概要

作業環境に高効率のエアフィルターを設置し、
換気を改善する

可能であればセントラルエアコンと暖房システムの
使用を避ける

実施されている場所

韓国のグローバル自動車メーカーは換気要件を
政府のガイドラインを超える水準に高めている

エアフィルターと
換気システムの改善

HEPA(高効率粒子状空気)
定格のフィルター

気流が飛沫感染を
拡大しないように
する

設備アップグレード

資料: エキスパートインタビュー、記事検索、企業サーベイ

クライアント個別のニーズに特化したマッキンゼーの助言ではなく、個別のクライアントで導入する前に適切な法規や事業の要件に照らして検証する必要がある

オフィス フィールド

勤務場所 共用エリア 感染後入館前 通勤
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多くの企業はステージ別の再開を検討する
米国を含む多くの政府が、事業再開をどのように実施するかのひな形を作成している

ステージ3
「Next Normal」の
業務

ステージ2
一部制約のある業務

ステージ1
制約の多い業務

バーチャルまたは
柔軟な出社

テレワークを推奨するが、
職場復帰を拡大

テレワークを推奨するが、
職場復帰を開始

出社が不可欠な
従業員

共用スペースの閉鎖、
一定の社会的距離の
確保

共用スペースの閉鎖、
厳しい社会的距離の
確保

旅行 必須以外も再開必須以外は最小限

特別対応特別対応影響を受けやすい
人口

制約無し

米国1の計画に基づくステージの例

1. ホワイトハウス、Guidelines for Opening Up America Againのアプローチに基づく

2020年5月6日時点
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従業員の安全対策の導入にあたっては3つの重要要素を検討する

少数の、強力かつ意図的に
導入する対策に集中する

Return計画の構築と評価

に取り組む「レッド・チーム」
を巻き込む

コミュニケーションとケーパ
ビリティ構築に投資する

検討事項

少数の強力な介入を意図的にエン
ドツーエンドで実装することが、適切
な配慮をすることなく複数の介入を
実施するよりも効果的である可能性
がある

すべてのReturn対策を真剣に評価
する「レッド・チーム」を用いることが
従業員の安全対策をストレステスト
し、実行後の進展をレビュー、早期
警告を提供することに役立つ

計画に向けた一時的な指針を提供
しつつ、状況の不確実な性質を受け
入れた真摯なコミュニケーションは、
従業員の信頼獲得と双方向のコミュ
ニケーション経路を維持するために
役立つ

概要

多くの国の食料品店は従業員と顧客
の安全を確保する少数の簡単な対策
の実施に注力することで、感染を最小
限に抑えている

グローバル航空宇宙・防衛メーカー
は「レッド・チーム」を利用して初期
のReturn計画に含まれる複数の課
題を特定した

グローバルファーストフードチェーン
では従業員に詳細なコミュニケー
ション計画を提供し、従業員の安全
性/価値とコントロールできている意
識を高めている

ケース事例

2020年5月6日時点
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Time
地域の状況に合わせた移行
のタイミングを図る

各地域が再開フェーズに入ると、様々な違いが生じると予想
される。一部の地域は病院のキャパシティが高く（ICU、医療、
外科）、広範囲にわたる検査や高度な接触者追跡が行われ、
またピークよりも大幅に低い症例数と共に再開を迎える。一
方で、症例数が頭打ちになったが、市中感染の程度につい
て不透明なまま再開フェーズに入る場合もある。

このように不確実性が高い中で、企業は今も最適な再開に
向けたタイミングを探っている。特に、企業は事業に与える
インパクト、需要回復のペース、労働者の安全、顧客の安全、
保険の適用範囲、法的な賠償責任、その他の検討事項を配
慮の上で、バランスを図る必要がある。

2020年5月6日時点
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いつ移行を検討するのか

移行のタイミングを適切

に判断するためには先行
指標が重要なツールと
なる

主要市場の
場合

リモート勤務
可能な従業
員の勤務地

出社が不可
欠な従業員
の勤務地

外出禁止令が解除
される

地域の公衆衛生状況
に回復が見られる

地域の公衆衛生状況
に回復が見られる

地域内の需要が回復し
始めている(地域が市場
でもある場合)

外出禁止令が解除
される

自ら設定する時期に移行可能

2020年5月6日時点
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いつ移行を検討する
のか: 効果的な先行

指標ダッシュボードを
構築することで、再開
に向けたタイミングの
決定に役立てる

ダッシュボードの例

2020年5月6日時点
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先行指標ダッシュボードには経済の需要と公衆衛生指標が含まれる
指標は国別、米国の州別、米国の郡別で提供できる

1. 世界、米国の集、米国の郡別のマップ表示

地域別に個別の指標の進展を比較

2. 地域の推移の視点

特定の地域にフィルタを適応し、一定期間に指標固有の傾向があるかを
確認

主要な先行指標(公衆衛生および経済
需要)は世界、米国内、または米国の州、
郡別に選択できる

地域固有のマイルストーンは消費者行動・
公衆衛生が与える政策のインパクトを反映する

地域の回復を

監視するため関心
のある領域を選択

基準値は柔軟

にクライアントが
設定可能
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Returnの計画と実行の優先順位を管理するため、危機対応組織の注力先は
戦略的なリスク管理から職場へのReturnの重要条件へとシフトする― これ
には再開のタイミングを図るための意思決定のトリガー、エンド・ツー・エンド
の介入計画の設計、行動トリガーのモニタリングが含まれる

本部Nerve Centerは理想的にはreturnに注力するスクワッドとして独立し、
本部チームの中央チームの優先事項かを指針として、これにフィードバックを
提供できるチームへと移行する

Nerve center
Returnへの移行準備に向
けた「How」に回答する

ReturnのNerve Centerスクワッドはアジャ
イルで、実行スキルが高く、反復的なアプ
ローチを採用する。従業員が職場に復帰し、
安全対策をテストした後は、Nerve Centerは
コントロールを緩和して決定権を現地のリー
ダーに戻す

2020年5月6日時点



McKinsey & Company 64

長期的な懸念に対処するためNerve Centerは事前計画チームを検討する必要が
ある

Nerve Centerの
注力先のシフト

現在に注力

将来計画
チーム1

収束後のReturnを取り巻く
環境の経済的なシナリオ

需要の促進、従業員の
保護のために短期的に
必要となる構造的な事業
のシフト

Returnに向けた詳細計画

「New Normal」に向けた
新たな戦略 –
Reimagination & Reform

従業員の保護

顧客マネジメント

サプライチェーン

キャッシュ

1. https://www.mckinsey.com/business-functions/strategy-and-corporate-finance/our-insights/getting-ahead-of-the-next-stage-of-the-coronavirus-crisis

2020年5月6日時点
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頭打ち後の再始動のフェーズでは、企業を順応させるにあたってシナリオ主導の
アプローチを検討する

急速に変化する
疫学の状況や
屋内退避令の
状況

絶えず変化
する経済的な
見通し

過去のファクトだけでなく、
将来の変化に注力した
課題のマップを構築する
ことで不確実性のスコー
プの全体像を把握する

顧客の嗜好と
消費パターン
のシフト

課題の
マップと
今後の
状況変化

1 2次的な効果を含め

た具体的なシナリオ
を構築することで

不確実性の境界線
を明確にする

2 ポートフォリオのスト
レステストを複数の
シナリオ横断で実施
することで、実行
チームに適切な計
画の前提条件を
提供する

3

チーム横断での
前提条件の計画

一連のシナリオ
でストレステスト

迅速かつ慎重に
練られたアクション
の土台として戦略
的アクションの
ポートフォリオを構
築する

4

戦略的アクション
のポートフォリオ

先行指標
ダッシュボード

2020年5月6日時点
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Nerve Centerによって短期的な対策の調整を図りつつAACTフレームワーク
全体での長期的なReturnに向けた計画に備える

戦略的 戦術的

Adapt Accelerate TimeCraft

優先事項

Returnの
注力先

将来計画チーム
発見と設計(発散的・創造的な思考)

緊急対応チーム
決定と実行(収束的・直線的な思考)

シナリオ計画
財務シナリオと戦略的な
オプション

従業員戦略
従業員のセグメント化、
returnフェーズ別の稼働可否

業界のダイナミクス
顧客、サプライヤー等の
行動変化

リモートファースト
長期にわたってリモート
作業を続けることを検討

事業のイニシアティブ
今すぐ重要な事業のreturn
の取り組みを優先

Return計画
安全対策を含むステージ
別の計画

Returnロードマップ
内部的および外部的な指標に
基づくフェーズ別のタイミング

統合オペレーション
エンド・ツー・エンドの対策
実行と研修

コンプライアンスの
サポート
法務・人事に関する検討と準備

対策のモニタリング
介入の効果と従業員へのイン
パクト

COVID-19 Return Nerve Center

具体例

2020年5月6日時点
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危機のReturnチェックリストを検討

資料: マッキンゼー危機対応チーム

事業を頭打ち後の世界に

適応させる

 (顧客、規制当局、パートナー、競合他社、
政府、サプライヤー等)ステークホルダー
の優先順位・行動に起こりそうな変化を理
解して企業へのインパクトを評価する

 顧客の購入方法の好みが変わりデジタル
チャネルを優先するようになることを受け、
機会を評価して「デジタル・ファースト」に移
行するためのケーパビリティに投資する

 財務モデル(需要パターンを含む)の開発
に向けたマクロ経済シナリオを活用し、ビ
ジネスリスクの理解に役立て、意思決定の
ための情報を提供する

 不況のトレンドを含む進行中・新たな2次
的な意味合いに重点を置いた課題マップ
を用いて不確実性を管理する

 先行指標、課題マップ、レバーのポート
フォリオを使用して状況認識と迅速な対応
能力を維持 し、不確実性の中でのピボット
や調整を行う

 Returnに際しては顧客や協業先(ベンダー、
サプライヤー、再販業者)の安全性とリジリ
エンスのニーズに未然に注力する

セグメントに応じて従業員の構造

シフトを加速する

 就業可否、脆弱性のレベル、仕事の役職
の重要性、身体的な接触要件、およびウ
イルスにさらされるリスクに基づいて従業
員をセグメント化する

 リスク軽減の重要な手段として、リモート
ワークの実現と従業員の再トレーニングを
検討する

 今すぐ重要な事業のReturn施策を優先し、
発生可能性のある感染の復活に向けた準
備を推進しつつパフォーマンスを改善する

 新しい戦略的な方向性の状況に照らして、
(労働力の拡大や縮小1等)過去の施策を
再検討し、新たな目標を反映させる(成長
と生産性向上の機会等)

 今すぐ再開する予定のない事業部から、
新たな就業基準に適応するために追加の
キャパシティを必要とする領域にリソース
を再配置して削減を回避する

 アジャイル原則を導入して、新たな働き方
の迅速な開発とテストを行う

従業員の安全性を確保する事業計画

を立案する

 効果的なReturn計画と実行に向けた連携を可
能にするために、Nerve Centerの役割、体制、
意識を確立・再定義する

 従業員のエンド・ツー・エンドのジャーニーを洗
い出し、総括的な労働安全対策を計画するた
めのフレームワークとして活用する

 職場復帰に何を期待するかの双方向でコミュニ
ケーションに前もって取り組み、積極的なフィー
ドバックを可能にし、従業員の反応に基づいて
調整を行う

 オンサイトとリモート両方の従業員の復帰を可
能にするために、変化する労働慣行、規範、期
待に関するトレーニングの時間を確保しておく

 業界のベストプラクティスと連邦・地方政府のガ
イドラインに基づいて、職場の安全対策を開発
して導入し、ガイドラインの変化に応じて見直す

 組織の企業文化を高めるために変革の先導者
を特定して権限を与える

 チェックリストとポリシー文書を導入し、組織の
価値感、法的なリスク、評判のリスクに対応した
日々の人事決定の指針とする

 対策の有効性をモニタリングし(順守状況、感染
状況等)、施策を継続的に更新および再展開す
ることで従業員への成果を改善する

地域の状況に合わせた移行の

タイミングを図る

 フェーズ毎の従業員復帰のトリガーポイン
トと先行指標を定義し、指標を綿密に監視
して再設定や軌道修正を行う

 問題を軽減するための危険信号と対応策
を特定しておく(症例のクラスターが発生し
た場合は在宅勤務に戻す等)

1. 従業員削減を推奨するものではない

2020年5月6日時点
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